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新潟県農業協同組合法施行細則の一部を改正する規則をここに公布する。 

令和４年12月23日 

新潟県知事  花 角  英 世 

新潟県規則第51号 

新潟県農業協同組合法施行細則の一部を改正する規則 

新潟県農業協同組合法施行細則（平成８年新潟県規則第89号）の一部を次のように改正する。 

次の表の改正前の欄中下線が引かれた部分（以下「改正部分」という｡)に対応する同表の改正後の欄中下線が

引かれた部分（以下「改正後部分」という｡)が存在する場合には当該改正部分を当該改正後部分に改め、改正部

分に対応する改正後部分が存在しない場合には当該改正部分を削る。 

改 正 後 改 正 前 

（特殊関係者等に係る届出） 

第22条の３ 施行規則第231条第１項第５号、第６

号又は第９号の規定による特殊関係者に係る届出

は、別記第31号様式の４により、関係書類を添え

て行うものとする。 

２ 施行規則第231条第１項第17号の規定による会

計監査人の就任又は退任の届出は、別記第31号様

式の５により行うものとする。 

 

（登記の届出） 

第25条 組合は、次に掲げる登記をしたときは、遅

滞なく、別記第34号様式により、関係書類を添え

て知事に届け出なければならない。 

(1)～(3) （略） 

(4) 登記令第８条の規定による合併又は承継に係

る変更、解散又は設立の登記 

 

第19号様式（第12条関係） 

農業経営規程承認申請書 

 （略） 

 添付書類 

１～５ （略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第31号様式の４（第22条の３関係） 

特殊関係者届 

 （略） 

                    第231 

  下記のとおり、農業協同組合法施行規則第231 

                    第231 

条第１項第５号 

条第１項第６号の規定により、関係書類を添えて 

条第１項第９号 

（特殊関係者等に係る届出） 

第22条の３ 施行規則第231条第１項第15号から第

17号までの規定による特殊関係者に係る届出は、

別記第31号様式の４により、関係書類を添えて行

うものとする。 

２ 施行規則第231条第１項第21号の規定による会

計監査人の就任又は退任の届出は、別記第31号様

式の５により行うものとする。 

 

（登記の届出） 

第25条 組合は、次に掲げる登記をしたときは、遅

滞なく、別記第34号様式により、関係書類を添え

て知事に届け出なければならない。 

(1)～(3) （略） 

(4) 登記令第８条及び第13条の規定による合併又

は承継に係る変更、解散又は設立の登記 

 

第19号様式（第12条関係） 

農業経営規程承認申請書 

 （略） 

 添付書類 

１～５ （略） 

  ６ 農業経営基盤強化促進法（昭和55年法律第

65号）第11条の12に規定する農地利用集積円

滑化団体である農業協同組合が農業の経営を

行おうとする場合にあっては、同法第11条の

９第１項に規定する農地利用集積円滑化事業

規程及びこれについて同法第６条第６項の同

意を得た市町村の承認を受けたことを証する

書類 

 

第31号様式の４（第22条の３関係） 

特殊関係者届 

 （略） 

                    第231 

  下記のとおり、農業協同組合法施行規則第231 

                    第231 

条第１項第15号 

条第１項第16号の規定により、関係書類を添えて 

条第１項第17号 
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届け出ます。 

 （略） 

 添付書類 

 （農業協同組合法施行規則第231条第１項第５号

に該当する場合） 

  １～３ （略） 

 （農業協同組合法施行規則第231条第１項第６号

に該当する場合） 

  １・２ （略） 

 （農業協同組合法施行規則第231条第１項第９号

に該当する場合） 

  １～４ （略） 

 

第31号様式の５（第22条の３関係） 

             就任 

会計監査人退任届 

 （略） 

               就任 

  下記のとおり、会計監査人の退任があったので、 

農業協同組合法施行規則第231条第１項第17号の

規定により、届け出ます。 

 （略） 

届け出ます。 

 （略） 

 添付書類 

 （農業協同組合法施行規則第231条第１項第15号

に該当する場合） 

  １～３ （略） 

 （農業協同組合法施行規則第231条第１項第16号

に該当する場合） 

  １・２ （略） 

 （農業協同組合法施行規則第231条第１項第17号

に該当する場合） 

  １～４ （略） 

 

第31号様式の５（第22条の３関係） 

             就任 

会計監査人退任届 

 （略） 

               就任 

  下記のとおり、会計監査人の退任があったので、 

農業協同組合法施行規則第231条第１項第21号の

規定により、届け出ます。 

 （略） 
  

附 則 

この規則は、公布の日から施行する。 

 

告   示 

◎新潟県告示第1295号 

地方自治法施行令（昭和22年政令第16号）第158条第１項の規定により、次のとおり新潟県立万代島美術館の観

覧料の徴収事務を委託したので、同条第２項の規定により告示する。 

令和４年12月23日 

新潟県知事  花 角  英 世 

１ 委託した事務 

 「原田治展 「かわいい」の発見」前売観覧券の観覧料の徴収に関する事務 

２ 前売観覧券販売期間 

  令和４年12月24日から令和５年１月27日まで 

３ 前売観覧券の販売場所及び委託を受けた者 

販売場所 委託を受けた者 

  
新潟市中央区八千代１丁目６番１号 新潟伊勢丹内  

Kijトラベル新潟伊勢丹トラベルコーナー 

新潟市中央区女池北１丁目１番１号 

新潟運輸株式会社  

旅行事業部長 齋藤 宏樹  

新潟市中央区新光町４番地１ 新潟県庁内 

新潟県職員生活協同組合 

新潟市中央区新光町４番地１ 

新潟県職員生活協同組合 

理事長 小岩 徹郎 

新潟市中央区東万代町９番24号 

株式会社文信堂書店万代店 

新潟市中央区東万代町９番24号 

株式会社文信堂書店  

代表取締役 廣木 正廣 新潟市西区坂井砂山３丁目６－55 

株式会社文信堂書店新大前店 
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長岡市城内町１丁目611－１M２F 

株式会社文信堂書店長岡店 

新潟市中央区八千代２丁目１番２号 

万代シテイビルボードプレイス 

新潟市中央区万代１丁目６番１号 

新潟交通株式会社 

代表取締役 星野 佳人 

新潟市中央区寄居町915番地 

ナガイ画材 

新潟市中央区寄居町915番地 

有限会社ナガイ画材 

代表取締役 永井 辰典 

新潟市西区五十嵐二の町8050 

新潟大学生活協同組合購買部 

新潟市西区五十嵐二の町8050 

新潟大学生活協同組合 

専務理事 高橋 伸嘉 

新潟市中央区万代島５番１号 万代島ビル２階 

情報工房DOC朱鷺メッセ店 

新潟市中央区和合町２丁目４番18号 

株式会社第一印刷所  

代表取締役 遠山 亮 

新潟市中央区万代島５番１号 万代島ビル２階 

エブリーワン 

新潟市中央区万代島５番１号 万代島ビル２階 

株式会社ワイエムビー  

代表取締役 志水 謙一 

新潟市中央区西堀通６番町878番地１ 

西堀７番館ビル３階 

公益財団法人新潟市勤労者福祉サービスセンター 

（会員のみ利用可） 

新潟市中央区西堀通６番町878番地１ 

西堀７番館ビル３階 

公益財団法人新潟市勤労者福祉サービスセンター 

理事長 佐藤 秀則 

新潟市中央区八千代２丁目１番１号 

シネ・ウインド 

新潟市中央区八千代２丁目１番１号 

有限会社新潟市民映画館 

代表取締役 齋籐 正行 

新潟市秋葉区蒲ヶ沢109番地１ 

新潟市新津美術館 

新潟市中央区紫竹山２丁目５番40号 

株式会社ＮＫＳコーポレーション新潟支店  

支店長 中野 幸広  

新潟市中央区万代３丁目１番１号  

メディアシップ１階 

インフォメーションセンター えん  

新潟市中央区万代３丁目１番１号 

株式会社新潟日報社 

代表取締役 佐藤 明 

新潟市中央区西大畑町5191－９ 

新潟市美術館 

新潟市東区紫竹５丁目10番60号 

旭ビル管理株式会社 

代表取締役 那須野 眞智子 

新発田市中央町４丁目10番10号 

新発田商工会議所３階  

公益財団法人新発田市勤労者福祉サービスセンター 

（会員のみ利用可） 

新発田市中央町４丁目10番10号 

新発田商工会議所３階  

公益財団法人新発田市勤労者福祉サービスセンター 

代表理事 廣岡 信行 

長岡市今朝白１丁目10番12号 

公益財団法人長岡市勤労者福祉サービスセンター 

（会員のみ利用可） 

長岡市今朝白１丁目10番12号 

公益財団法人長岡市勤労者福祉サービスセンター 

理事長 高橋 譲 

十日町市本町六の１丁目71番地26 

一般財団法人十日町地域地場産業振興センター 

十日町市本町六の１丁目71番地26 

一般財団法人十日町地域地場産業振興センター 

理事長 関口 芳史 

柏崎市東本町２丁目５番22号 

わたじん書店 

柏崎市東本町２丁目５番22号 

株式会社わたじん 

代表取締役社長 渡辺 孝丸 

全国セブンイレブン、ローソン、ファミリーマート、

ミニストップの各店舗 

新潟市中央区東万代町１番30号  

新潟第一生命ビルディング３階 

株式会社ＪＴＢ新潟支店 

新潟支店長 渡辺 浩幸 
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アソビュー株式会社のウェブサイト 東京都品川区大崎１丁目11－２ 

ゲートシティ大崎イーストタワー８Ｆ 

アソビュー株式会社 

代表取締役CEO 山野 智久 

４ 委託期間 

 令和４年12月24日から令和５年２月20日まで 

 

◎新潟県告示第1296号 

国土調査法（昭和26年法律第180号）第６条の３第２項の規定により、令和４年度地籍調査事業計画（令和４年

５月27日告示第662号）を次のとおり変更する。 

令和４年12月23日 

新潟県知事  花 角  英 世 

調査を行う

者の名称 

調査区域 調査期間 

   

柏崎市 

 

 

十日町市 

 

 

見附市 

 

 

村上市 

 

 

 

糸魚川市 

 

 

妙高市 

 

 

阿賀野市 

 

 

魚沼市 

 

 

 

南魚沼市 

 

 

弥彦村 

 

 

田上町 

 

 

阿賀町 

柏崎市の第１計画区及び第２計画区 

 

 

十日町市の八箇第１計画区及び八箇第２計画区 

 

 

見附市の第９計画区及び第９－２計画区 

 

 

村上市の神林第34－１計画区・神林第34－２計画区・神林第34

－３計画区及び朝日第36計画区 

 

 

糸魚川市の第27計画区 

 

 

妙高市の第１－２計画区 

 

 

阿賀野市の第40計画区・第41計画区・第42計画区及び第43計画区 

 

 

魚沼市の第11計画区・第43計画区・虫野再調査計画区その２・第

49計画区・第40計画区・第46計画区及び第17－２計画区 

 

 

南魚沼市の第12－１計画区・第12－２計画区及び第12－３計画区 

 

 

弥彦村の第42計画区・第43計画区及び第44計画区 

 

 

田上町の第９計画区 

 

 

阿賀町の第10－２計画区及び第11計画区 

令和５年３月31日まで 

 

 

〃 

 

 

〃 

 

 

〃 

 

 

 

     〃 

 

 

〃 

 

 

〃 

 

 

〃 

 

 

 

〃 

 

 

〃 

 

 

〃 

 

 

〃 
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湯沢町 

 

 

 

刈羽村 

 

 

 

関川村 

 

 

湯之谷地域

森林組合 

 

 

湯沢町の第2020－１計画区・第2020－２計画区及び2020－３計画

区 

 

 

刈羽村の第16－２計画区・第16－３計画区・第16－４計画区及び

第16－５計画区・第17－１計画区及び第17－２計画区 

 

 

関川村の第22計画区及び第23計画区 

 

 

魚沼市の湯森林第１－１計画区・湯森林第２－１計画区・湯森林

第２－２計画区・湯森林第３－１計画区・湯森林第３－２－１計

画区及び湯森林第３－２－２計画区 

 

 

     〃 

 

 

 

〃 

 

 

〃 

 

 

 

〃 

   

 

◎新潟県告示第1297号 

測量法（昭和24年法律第188号）第39条において準用する同法第14条第２項の規定により、見附市長から次のと

おり公共測量を終了した旨の通知があったので、同条第３項の規定により公示する。 

令和４年12月23日 

新潟県知事  花 角  英 世 

１ 作業種類 公共測量（車載写真レーザ測量（MMS）による画像データ・レーザ点群データ計測） 

２ 作業期間 令和３年10月15日から令和４年３月23日まで 

３  作業地域  新潟県見附市 

 

◎新潟県告示第1298号 

測量法（昭和24年法律第188号）第39条において準用する同法第14条第１項の規定により、長岡市長から次のと

おり公共測量を実施する旨の通知があったので、同条第３項の規定により公示する。 

令和４年12月23日 

新潟県知事  花 角  英 世 

１ 作業種類 公共測量（車載写真レーザ測量（ＭＭＳ）による画像データ・レーザ点群データ計測・修正数値

図化（500・1000レベル）） 

２ 作業期間 令和４年10月15日から令和４年12月28日まで 

３ 作業地域 新潟県長岡市川口地区 

 

◎新潟県告示第1299号 

測量法（昭和24年法律第188号）第39条において準用する同法第14条第１項の規定により、長岡市長から次のと

おり公共測量を実施する旨の通知があったので、同条第３項の規定により公示する。 

令和４年12月23日 

新潟県知事  花 角  英 世 

１ 作業種類 公共測量（車載写真レーザ測量（ＭＭＳ）による画像データ・レーザ点群データ計測・修正数値

図化（500・1000レベル)) 

２ 作業期間 令和４年10月15日から令和５年３月24日まで 

３ 作業地域 新潟県長岡市栃尾地区 

 

公   告 

特定調達契約の落札者等について（公告） 
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特定調達契約について落札者を決定したので、県の物品等又は特定役務の調達手続の特例を定める規則（平成

７年新潟県規則第87号）第15条の規定により、次のとおり公告する。 

令和４年12月23日 

新潟県知事  花 角  英 世 

１ 調達件名及び数量 

  新潟県ＬＡＮシステム・共通基盤システム・住民基本台帳ネットワークシステム運用管理業務委託 一式 

２ 契約に関する事務を担当する部局の名称及び所在地 

  新潟県知事政策局ＩＣＴ推進課 

  新潟県新潟市中央区新光町４番地１ 

３ 落札決定日 

  令和４年11月28日（月） 

４ 契約者の氏名及び住所 

株式会社エヌ・ティ・ティ・データ信越新潟支店 

新潟県新潟市中央区笹口１丁目26番９ 

５ 落札価格 

    411,958,800円 

６ 契約方式 

  総合評価一般競争入札 

７ 入札公告日 

  令和４年10月11日（火） 

８ 落札方式 

 技術点及び価格点の和が最高の者 

 

一般競争入札の実施について（公告） 

地方自治法（昭和22年法律第67号）第234条第１項の規定により、令和４年度新潟県ＬＡＮシステム用無線ＬＡ

Ｎ設定・設置業務委託について、次のとおり一般競争入札を行う。 

令和４年12月23日 

新潟県知事  花 角  英 世 

１ 入札に付する事項 

(1) 委託業務名 

令和４年度新潟県ＬＡＮシステム用無線ＬＡＮ設定・設置業務委託 

(2) 委託業務の内容 

入札説明書による。 

(3) 契約期間 

契約締結日から令和５年３月31日（金）まで 

２ 入札説明書を交付する期間及び場所並びに本件入札に関する問合せ等 

(1) 交付期間及び交付場所 

令和４年12月23日（金）から令和５年１月６日（金）まで、新潟県知事政策局ＩＣＴ推進課ホームページ

でダウンロードすること｡ 

URL：https://www.pref.niigata.lg.jp/sec/ict/ 

(2) 問合せ等 

入札説明書による。 

３ 入札執行の日時及び場所 

(1) 日時 

令和５年１月18日（水） 午後１時30分 

(2) 場所 

新潟県新潟市中央区新光町４番地１ 

新潟県庁行政庁舎16階 入札室 

４ 入札に参加する者に必要な資格 

本件入札に参加する者は、一の個人又は法人であって、次に掲げる要件の全てを満たしている者でなければ

ならない。 
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(1) 地方自治法施行令（昭和22年政令第16号）第167条の４の規定のいずれにも該当しない者であること。 

(2) 会社更生法（平成14年法律第154号）による更生手続開始の申立てがなされている者でないこと。 

(3) 民事再生法（平成11年法律第225号）による再生手続開始の申立てがなされている者でないこと。 

(4) 本件入札に係る入札説明書の交付を受けている者であること。 

(5) 都道府県または政令市（県外も可）向けのITシステム設定・設置業務について締結した契約において、平

成29年４月１日からこの公告の日までの間に、誠実に履行を完了した実績を有していること。 

(6) 新潟県の県税の納税義務を有する者にあっては、当該県税の未納がない者であること。 

(7) 新潟県暴力団排除条例（平成23年新潟県条例第23号）第２条に定める暴力団、暴力団員又はこれらの者と

社会的に非難されるべき関係を有する者でないこと。 

(8) ５に定めるところにより、競争入札参加資格確認申請書等を提出し、本件入札に係る参加資格を有するこ

とについて新潟県知事から確認を受けている者であること。 

(9) 本件入札に係る入札参加資格確認申請を提出した日から本件の開札日までの間において新潟県知事から指

名停止措置を受けた（指名停止期間の一部が属する場合を含む。）者でないこと。 

５ 本件入札に係る参加資格の確認 

本件入札に参加を希望する者は、次に定めるところにより競争入札参加資格確認申請書等を提出し、新潟県

知事から本件入札に参加する資格を有する旨の確認を受けなければならない。 

この場合において、次に定めるところに従わなかった者及び本件入札に参加する資格があると認められなか

った者は、本件入札に参加することができない。 

(1) 競争入札参加資格確認申請書等の提出 

ア 提出期間 

令和５年１月12日（木） 午後５時まで 

イ 提出方法 

本人（法人にあっては、代表権限を有する者。以下同じ｡)又は代理人による持参又は郵送により提出す

ること。 

持参する場合は、次の場所に提出期間内（新潟県の休日を定める条例（平成元年新潟県条例第５号）第

１条第１項各号に規定する日を除く。）の各日の午前９時から午後５時の間に提出すること。 

郵送する場合は、書留又は配達記録郵便の手段により、提出期間内必着で提出すること。 

ウ 提出場所 

郵便番号：950－8570 

新潟県新潟市中央区新光町４番地１ 

新潟県知事政策局ＩＣＴ推進課行政デジタル化推進班 

電話：025－280－5953 

エ 提出書類 

入札説明書による。 

(2) 参加資格の確認結果の通知 

本件入札に係る参加資格の確認結果については、令和５年１月16日（月）までに競争入札参加資格確認通

知書をもって通知する。 

６ 入札手続等 

(1) 入札の方法 

  次のいずれかの方法によること。 

ア 本人又は代理人が入札執行の日時及び場所に入札書を持参すること。ただし、代理人が持参する場合は、

委任状を持参すること。 

イ 本人が作成した一の入札書を封書の上、５(1)ウに定める提出場所をあて先とした配達証明付きの書留郵

便（封筒を二重とし、外封筒に「入札書在中」の朱書きをし、中封筒に１(1)の委託業務名及び３(1)に定

める入札執行日時を記載したものに限る｡)をもって３(1)に定める入札執行日の前日の午後５時までに到着

するよう郵送すること。 

(2) 入札書の名義人 

  本人（入札書を入札執行時に持参する場合は、本人又は代理人）に限る。 

(3) 入札書の記載 

ア 使用する言語及び通貨は、日本語（名義に関する部分を除く｡)及び日本国通貨とする。 

イ 落札決定に当たっては、入札書に記載された金額に当該金額の100分の10に相当する額を加算した金額（当
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該金額に１円未満の端数があるときは、その端数金額を切り捨てた金額）をもって落札価格とするので、

入札者は、消費税及び地方消費税に係る課税事業者であるか免税事業者であるかを問わず、見積もった契

約希望金額の110分の100に相当する金額を入札書に記載すること。 

(4) 落札者の決定 

  入札に参加した者のうち、予定価格の制限の範囲内の価格のうち最低の価格をもって有効な入札を行った

者を落札者とする。その他入札説明書による。 

７ 無効入札 

次の各号のいずれかに該当する入札は、これを無効とする。 

(1) 入札に参加する者に必要な資格のない者及び競争入札参加資格確認申請書等に虚偽の記載をし、これを提

出した者がした入札 

(2) 入札に参加する条件に違反した入札 

(3) 新潟県財務規則（昭和57年新潟県規則第10号。以下「財務規則」という｡)第62条第１項各号に掲げる入札 

(4) 入札者が不当に価格をせり上げ、又はせり下げる目的をもって連合その他不正行為をしたと認められる入

札 

８ 入札保証金 

  契約希望金額の100分の５に相当する金額（当該金額に１円未満の端数があるときは、その端数金額を切り上

げた金額）以上の現金（金融機関が振り出し、又は支払保証をした小切手を含む｡)とする。ただし、財務規則

第43条第１号に該当する場合は、免除する。 

なお、複数の方法による保証は認めない。 

９ 契約保証金 

  契約金額の100分の10に相当する金額（当該金額に１円未満の端数があるときは、その端数金額を切り上げた

金額）以上の現金（金融機関が振り出し、又は支払保証をした小切手を含む｡)とする。ただし、財務規則第44

条第１号又は第３号に該当する場合は、免除する。 

なお、複数の方法による保証は認めない。 

10 その他 

(1）競争入札参加資格確認申請書等の取扱い 

ア 競争入札参加資格確認申請書等の作成に要する費用は、提出者の負担とする。 

イ 提出された競争入札参加資格確認申請書等は、提出者に無断で使用しない。 

ウ 提出された競争入札参加資格確認申請書等は、返還しない。 

(2) 暴力団等の排除  

 ア  誓約書の提出  

暴力団等の排除に関する誓約書については入札説明書による。 

イ 不当介入に対する通報報告  

契約の履行に当たり暴力団関係者から不当介入を受けた場合、警察及び発注者（新潟県）へ通報報告を 

行うこと。 

(3) その他 

ア 契約の手続きにおいて使用する言語及び通貨は日本語（契約当事者に関する記載部分を除く。）及び日本

国通貨とする。 

イ その他詳細は、入札説明書による。 

ウ この公告及び入札説明書に定めるもののほか、本件の入札及び賃貸借契約の内容に関しては、財務規則

その他新潟県知事の定める規則、日本国の関係法令の定めるところによる。 

 

大規模小売店舗の届出に対する市町村等の意見について（公告） 

大規模小売店舗立地法（平成10年法律第91号）第８条第１項及び第２項の規定による市町村等の意見の概要を

次のとおり公表する。 

令和４年12月23日 

新潟県知事  花 角  英 世 

１ 大規模小売店舗の名称、所在地及び設置者 

名 称 ＳＵＰＥＲ ＣＥＮＴＥＲ ＰＬＡＮＴ－５ 刈羽店 

所在地 刈羽郡刈羽村大字刈羽字大谷地3889番地 外 

設置者 新潟県刈羽郡刈羽村 
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２ 届出の概要及び公告日 

概 要 大規模小売店舗立地法第６条第２項の規定による変更（駐車場の自動車の出入口の数、小売業者の

開店時刻及び閉店時刻、来客が駐車場を利用することができる時間帯）に関する届出 

公告日 令和４年８月12日 

３ 意見の概要 

(1) 刈羽村からの意見の概要 

意見なし 

(2) 居住者等の意見の概要 

意見書の提出はなかった。 

４ 縦覧場所 

新潟県産業労働部地域産業振興課 

５ 縦覧期間 

令和４年12月23日から令和５年１月23日まで 

 

大規模小売店舗の届出に対する市町村等の意見について（公告） 

大規模小売店舗立地法（平成10年法律第91号）第８条第１項及び第２項の規定による市町村等の意見の概要を

次のとおり公表する。 

令和４年12月23日 

新潟県知事  花 角  英 世 

１ 大規模小売店舗の名称、所在地及び設置者 

名 称 ＳＵＰＥＲ ＣＥＮＴＥＲ ＰＬＡＮＴ－４ 聖籠店 

所在地 北蒲原郡聖籠町大字蓮野708番地 

設置者 株式会社ＰＬＡＮＴ 他１者 

２ 届出の概要及び公告日 

概 要 大規模小売店舗立地法第６条第２項の規定による変更（小売業者の開店時刻及び閉店時刻、来客が

駐車場を利用することができる時間帯）に関する届出 

公告日 令和４年８月12日 

３ 意見の概要 

(1) 聖籠町からの意見の概要 

意見なし 

(2) 居住者等の意見の概要 

意見書の提出はなかった。 

４ 縦覧場所 

新潟県産業労働部地域産業振興課 

５ 縦覧期間 

令和４年12月23日から令和５年１月23日まで 

 

一般競争入札の実施について（公告） 

地方自治法（昭和22年法律第67号）第234条第１項の規定により、新潟東港臨海用地造成事業会計所有土地の処

分について、次のとおり一般競争入札を行う。 

令和４年12月23日 

新潟県知事  花 角  英 世 

１ 入札に付する事項 

(1) 件名及び数量 

番
号

物件名 　所　在　地 種別 坪数

1
11町歩

（臨港道路隣接地）
新潟市北区島見町字下往来

197番４、200番７
雑種地 1,348.72 ㎡ 約408坪

実測面積

 

(2) 物件の仕様等 

   入札説明書による。 
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２ 入札に参加する者に必要な資格 

 (1) 地方自治法施行令（昭和22年政令第16号）第167条の４の規定に該当しない者であること。 

 (2) 国税、県又は市町村税を滞納している者でないこと。 

 (3) 新潟県暴力団排除条例（平成23年３月29日条例第23号）第２条に規定する暴力団員又は暴力団若しくは暴

力団員と社会的に非難されるべき関係を有す者でないこと。 

 (4) 無差別大量殺人行為を行った団体の規制に関する法律（平成11年法律第147号）第５条及び第８条第２項に

掲げる処分を受けている団体若しくは過去に受けたことのある団体及びこれらに所属している者でないこと。  

 (5) 当該売払物件に係る入札の入札参加申込書を提出し、入札参加を認められた者であること。 

 (6) この入札に関する事務に従事する県職員でないこと。 

３ 入札説明書の交付等 

  入札説明書の交付場所、契約条項を示す場所及び問い合わせ先 

  郵便番号 950－8570   

  新潟県新潟市中央区新光町４番地１ 

    新潟県交通政策局 港湾振興課 万代島・東港管理係 

    電話番号 025－280－5463 

    Ｅメール  ngt170010@pref.niigata.lg.jp 

  入札説明書等の交付は上記の場所で行うほか、新潟県ホームページで公開する。 

４ 入札・開札日時及び場所 

 (1) 日時 

   令和５年１月20日（金）10時 

 (2) 場所  

   新潟県入札室（行政庁舎16階）  

５ その他 

 (1) 入札保証金 

      入札書に記載された金額の100分の５に相当する金額以上の額を納付すること。 

 (2) 契約保証金 

      契約金額の 100分の10に相当する金額以上の金額とする。 

 (3) 落札者の決定方法 

有効な入札を行った者のうち、予定価格以上で最も高い金額の入札者を落札者とする。 

 (4) 入札者に要求される事項 

   この一般競争入札に参加を希望する者は、入札参加申込書を令和５年１月13日（金）17時までに上記３の

場所に提出しなければならない。なお、提出書類等詳細については入札説明書による。 

また、入札者は、入札日の前日までの間において、契約担当者から当該書類に関し説明を求められた場合

は、これに応じなければならない。 

 (5) 入札の無効 

      本公告に示した競争参加資格のない者がした入札及び入札に関する条件に違反した入札は無効とする。 

 (6) 契約書作成の要否 要 

 (7) 不当介入に対する通報報告 

契約の履行に当たり暴力団関係者から不当介入を受けた場合、警察及び発注者（新潟県）へ通報報告を行

うこと。 

 (8) その他 

      詳細は入札説明書による。 

 

病院局公告 

一般競争入札の実施について（公告） 

地方自治法（昭和22年法律第67号）第234条第１項の規定により、電子複写機（以下「複写機」）という｡)によ

る複写サービス（以下「複写サービス」という｡)について、次のとおり一般競争入札を行う。 

令和４年12月23日 

新潟県立がんセンター新潟病院長 佐藤 信昭 
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１ 入札に付する事項 

(1) 調達案件の件名 

  複写サービス 電子複写機４台 

(2) 調達案件の仕様等 

  入札説明書による。 

(3) 賃貸借及び保守の契約期間 

  令和５年３月１日から令和10年２月28日まで 

(4) 納入期限 

  令和５年２月28日（火） 

(5) 履行場所 

  新潟県立がんセンター新潟病院 

(6) 入札方法 

  落札決定に当たっては、入札書に記載された金額に当該金額の100分の10に相当する額を加算した金額（当 

 該金額に１円未満の端数があるときは、その端数金額を切り捨てるものとする｡)をもって落札価格とするの 

 で、入札者は、消費税及び地方消費税に係る課税事業者であるか免税事業者であるかを問わず、見積もった 

 金額の110分の100に相当する金額を入札書に記載すること。 

２ 入札参加資格 

(1) 地方自治法施行令（昭和22年政令第16号）第167条の４の規定に該当しない者であること。 

(2) 指名停止期間中の者でないこと。 

(3) 本調達物品の公告日現在で、新潟県物品等入札参加資格者名簿の営業種目「複写サービス業務」に登載さ

れている者であること。 

(4) 新潟県内に本社（本店）又は営業所等（支店、支社及び営業所等名称は問わない｡)を有し、かつ、当該複

写機の保守及び消耗品の供給に速やかに対応できる体制を整えている者であること。 

(5) 本調達に係る入札説明書の交付を受け、応札仕様書を提出し受理されていること。 

(6) 新潟県暴力団排除条例第６条に定める暴力団、暴力団員又はこれらの者と社会的に非難されるべき関係を 

 有する者でないこと。 

３ 入札説明書の交付場所等 

(1) 入札説明書の交付場所、契約条項を示す場所及び問い合わせ先 

  郵便番号 951－8566 

  新潟県新潟市中央区川岸町２丁目15番地３ 

  新潟県立がんセンター新潟病院経営課 

  電話番号 025－266－5111 内線2312 

(2) 入札説明書の交付方法 

  本公告の日から前記３(1)の交付場所で交付する。 

(3) 応札仕様書の提出期限 

  令和５年１月10日（火）午後５時00分 

４ 入札、開札の日時及び場所 

   令和５年１月16日（月）午前10時00分 

   新潟県立がんセンター新潟病院 がん予防総合センター３階 研修室Ａ 

５ その他 

(1) 契約手続きにおいて使用する言語及び通貨 

  日本語及び日本国通貨 

(2) 入札保証金 

  免除する。 

(3) 契約保証金 

  契約金額を60で除して得た金額に12を乗じて得た金額の100分の10に相当する金額以上の金額とする。ただ

し、規程第186条第３項第１号又は第３号に該当する場合は、免除する。 

(4) 消費税の扱いについて 

  本契約において消費税率の改正があった場合には、改正後の税率によるものとする。 

(5) 入札者に要求される事項 

  この一般競争入札に参加を希望する者は、前記３(2)で交付する入札説明書に基づき応札仕様書を作成し、
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前記３(3)により提出しなければならない。 

  なお、提出された書類について、説明を求められた場合は、これに応じなければならない。 

(6) 入札の無効 

  本公告に示した一般競争入札の参加資格のない者がした入札及び入札に関する条件に違反した入札はこれ 

 を無効とする。 

(7) 契約書作成の要否 要 

(8) 落札者の決定方法 

  本公告に示した一般競争入札の参加資格を有すると契約担当者が判断した入札者であって、規程第197条の 

 規定に基づいて設定された予定価格の制限の範囲内で最低価格をもって有効な入札を行った者を落札者とす 

 る。 

(9) 契約の停止等 

  当該調達に関し、苦情申立てがあったときは、契約を停止し、又は解除することがある。 

(10) その他 

 ア 契約の締結に際しては､｢暴力団等の排除に関する誓約書」を提出しなければならない｡(提出がないとき 

  は、契約を締結しない場合がある｡) 

 イ 詳細は入札説明書による。 

 

一般競争入札の実施について（公告） 

地方自治法（昭和22年法律第67号）第234条第１項の規定により、新潟県立新発田病院夜間看護補助者派遣業務

について、次のとおり一般競争入札を行う。 

令和４年12月23日 

新潟県立新発田病院長 田中 典生 

１ 入札に付する事項 

(1) 業務の名称 

  新潟県立新発田病院夜間看護補助者派遣業務 

(2) 業務の仕様及び数量等 

  入札説明書による。 

(3) 履行期間 

  令和５年４月１日から令和６年３月31日まで 

(4) 履行場所 

  新潟県立新発田病院 

(5) 入札方法 

  落札決定に当たっては、入札書に記載された金額に当該金額の100分の10に相当する額を加算した金額（当 

 該金額に１円未満の端数があるときは、その端数金額を切り捨てるものとする｡)をもって落札価格とするの 

 で、入札者は、消費税及び地方消費税に係る課税事業者であるか免税事業者であるかを問わず、見積もった 

 金額の110分の100に相当する金額を入札書に記載すること。 

２ 入札参加資格 

(1) 地方自治法施行令（昭和22年政令第16号）第167条の４の規定に該当しない者であること。 

(2) 指名停止期間中の者でないこと。 

 (3) 会社更生法（平成14年法律第154号）による更生手続開始の申立がなされている者でないこと。 

(4) 民事再生法（平成11年法律第225号）による再生手続開始の申立がなされている者でないこと。 

(5) 本調達に係る入札説明書の交付を受けていること。 

(6) 新潟県暴力団排除条例（平成23年新潟県条例第23号）第６条の規定に基づき暴力団、暴力団員又はこれら

の者と社会的に非難されるべき関係を有する者でないこと。 

(7) 労働者派遣事業の適正な運営の確保及び派遣労働者の保護等に関する法律に定める労働者派遣事業者の許

可を受けていること。 

３ 入札説明書の交付場所等 

(1) 入札説明書の交付場所、契約条項を示す場所及び問い合わせ先 

  郵便番号 957－8588 

  新潟県新発田市本町１丁目２番８号 

  新潟県立新発田病院経営課経営係 
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  電話番号 0254－22－3121 内線2517 

(2) 入札説明書の交付方法 

  本公告の日から前記３（1）の交付場所で交付する。 

４ 入札、開札の日時及び場所 

  令和５年１月16日（月）午前10時00分 

  新潟県立新発田病院 ５階 大会議室 

５ 入札に係る誓約書の提出   

(1) 入札希望者は令和５年１月10日午後３時00分までに、入札説明書に定める誓約書を持参又は郵送しなけれ

ばならない。ただし、郵送の場合は令和５年１月10日に必着させるとともに、簡易書留郵便を利用すること。 

 (2) 誓約書の提出場所は３(1)とする。 

 (3) 誓約書の様式は入札説明書による。 

６ その他 

(1) 契約手続きにおいて使用する言語及び通貨 

  日本語及び日本国通貨 

(2) 入札保証金 

  入札時に入札金額に消費税及び地方消費税を加算した額の100分の５に相当する金額以上の金額を納付する

こと。ただし、新潟県病院局財務規程（昭和60年新潟県病院局管理規程第５号。以下「規程」という｡)第196

条第３項第１号又は第３号に該当する場合は、免除する。 

(3) 契約保証金 

  契約金額の100分10に相当する金額以上の金額とする。ただし、規程第186条第３項第１号又は第３号に該

当する場合は、免除する。 

(4) 入札者に要求される事項 

  この一般競争入札に参加を希望する者は、前記３で交付する入札説明書に基づき提出書類を作成し、提出

しなければならない。 

  なお、提出された書類について、説明を求められた場合は、これに応じなければならない。 

(5) 入札の無効 

  前記２に示した入札参加資格のない者がした入札及び入札に関する条件に違反した入札は無効とする。 

(6) 契約書作成の要否 要 

(7) 落札者の決定方法 

  本公告に示した一般競争入札の参加資格を有すると契約担当者が判断した入札者であって、規程第197条の 

 規定に基づいて設定された予定価格の制限の範囲内で最低価格をもって有効な入札を行った者を落札者とす 

 る。 

(8) 契約の停止等 

  当該調達に関し、苦情申立てがあったときは、契約を停止し、又は解除することがある。 

(9) その他 

 ア 契約の締結に際しては､｢暴力団等の排除に関する誓約書」を提出しなければならない｡(提出がないとき 

は、契約を締結しない場合がある｡) 

 イ 詳細は入札説明書による。 

 

公安委員会告示 

◎新潟県公安委員会告示第146号 

新潟県公安委員会等の所管する行政手続等における情報通信の技術の利用に関する規程（令和３年５月新潟県

公安委員会告示第63号）の一部を次のように改正し、令和５年１月４日から施行する。 

令和４年12月23日 

新潟県公安委員会 

   委員長  和 田  裕 

次の表の改正後の欄中下線が引かれた部分（以下「改正後部分」という｡)に対応する同表の改正前の欄中下線

が引かれた部分（以下「改正部分」という｡)が存在する場合には当該改正部分を当該改正後部分に改め、改正後

部分に対応する改正部分が存在しない場合には当該改正後部分を加える。 
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次の表の改正後の欄の表中太線で囲まれた部分を加える。 

改 正 後 改 正 前 
  

別表第１（第３条関係） 

法  令 規  定 

（略）  

道路交通法施行規則

（昭和35年総理府令第

60号） 

第５条第１項、第８条

第１項及び第８条の５

第１項 

（略）  

自動車の保管場所の確

保等に関する法律施行

規則（平成３年国家公

安委員会規則第１号） 

（略） 

自動車運転代行業の業

務の適正化に関する法

律（平成13年法律第57

号） 

第８条第１項 

警備業法（昭和47年法

律第117号） 

第９条（警備業務の実

施 に 係 る も の に 限

る｡)、第10条第１項、

第16条第２項及び第３

項並びに第17条第２項 

（略）  

 

別表第２（第５条関係） 

法  令 規  定 

（略）  

道路交通法施行規則 第５条第１項、第８条

第１項及び第８条の５

第１項 

新潟県道路交通法施行

細則 

（略） 

自動車運転代行業の業

務の適正化に関する法

律 

第８条第１項 

警備業法 第９条（警備業務の実

施 に 係 る も の に 限

る｡)、第10条第１項、

第16条第２項及び第３

項並びに第17条第２項 

（略）  
 

別表第１（第３条関係） 

法  令 規  定 

（略）  

道路交通法施行規則

（昭和35年総理府令第

60号） 

第５条第１項及び第８

条第１項 

（略）  

自動車の保管場所の確

保等に関する法律施行

規則（平成３年国家公

安委員会規則第１号） 

（略） 

 

 

 

 

 

警備業法（昭和47年法

律第117号） 

第10条第１項、第16条

第２項及び第３項並び

に第17条第２項 

 

 

（略）  

 

別表第２（第５条関係） 

法  令 規  定 

（略）  

道路交通法施行規則 第５条第１項及び第８

条第１項 

 

新潟県道路交通法施行

細則 

（略） 

  

警備業法 第10条第１項、第16条

第２項及び第３項並び

に第17条第２項 

（略）  
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